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第８章 食品衛生 

さいたま市では、市民が安心して食生活をおくれるよう、生産、製造から流通、消費に至るまで総合的な食の安

全の確保を図る上での基本的な考え方や、施策の方向性を示すものとして平成 16 年度に「さいたま市食の安全基本

方針」を策定した。 

保健所では、「食品衛生法」に基づき、食品関係施設の営業許可を行うとともに、食品等の安全性を確保するため

「さいたま市食品衛生監視指導計画」に基づき、監視指導及び食品の検査並びに食品関係従事者に対する衛生教育等

の業務を行っている。 

１ 営業許可 

食品衛生法で定められた34業種及び食品衛生に関する条例（埼玉県条例第32号）で定められた6業種について、営

業の許可等を行っている。 

〈 根拠法令等 ： 食品衛生法第52条、食品衛生に関する条例第2条・第3条 〉

 食品衛生法による許可を要する施設数 

一般食堂・レストラン 1,799 110 197 125 食肉販売業 1,028 101 77 70

仕出し・弁当屋 242 12 28 22 食肉製品製造業 5 1 0 0

旅館 43 0 8 2 乳酸菌飲料製造業 0 0 0 0

その他 7,494 722 533 618 食用油脂製造業 2 0 1 0

1,083 100 80 55
マーガリン又はショートニン
グ製造業

0 0 0 0

0 0 0 0 みそ製造業 4 0 1 0

0 0 0 0 醤油製造業 0 0 0 0

1 0 0 0 ソース類製造業 5 0 0 0

0 0 0 0 酒類製造業 5 0 0 0

1,022 100 92 77 豆腐製造業 41 0 3 4

2 0 0 0 納豆製造業 2 0 1 0

6 0 1 0 めん類製造業 30 1 3 3

49 2 6 2 そうざい製造業 51 6 7 0

2 0 0 0 添加物製造業 4 0 1 0

1,285 112 116 143 清涼飲料水製造業 7 0 1 0

2 0 0 0 食品の放射線照射業 0 0 0 0

4 0 0 0 氷雪製造業 0 0 0 0

2,006 144 174 163 氷雪販売業 5 0 1 1

38 4 4 3 計 16,267 1,415 1,335 1,288
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食品衛生に関する条例による許可を要する施設数 

3 0 0 0

5 0 0 0

37 0 6 1

26 0 3 2

3,212 208 238 350

魚介類 2 0 0 0

食料品 112 8 4 22

豆腐 11 0 0 1

小計 125 8 4 23

3,408 216 251 376

廃 業

計

施設数
(年度末現在）

食料品販売業

行

商

業種

菓子種製造業

こんにゃく類製造業

魚介類加工業

更 新新 規

つけ物製造業
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２ 監視指導 

食品関係施設の監視業務は、食品の収去検査業務とともに食品衛生の根幹をなす業務である。監視指導計画に基づ

き、食中毒の発生リスクの高い施設、広域流通食品製造施設等に対する重点的な監視を行っている。 

また、生鮮食品と加工食品の流通拠点である市場を経由する食品の安全を確保するため、大宮市場内に市場監視係

を設置し、大宮市場および浦和市場の監視等を重点的に行っている。 

〈 根拠法令等 ： 食品衛生法第 28 条、第 30 条 〉 

食品衛生法による許可を要する施設の監視件数 

一般食堂・レストラン 1,799 270 食肉販売業 1,028 1,074

仕出し・弁当屋 242 277 食肉製品製造業 5 10

旅館 43 8 乳酸菌飲料製造業 0 0

その他 7,494 1,854 食用油脂製造業 2 2

1,083 484 マーガリン又はショートニング製造業 0 0

0 0 みそ製造業 4 3

0 0 醤油製造業 0 0

1 0 ソース類製造業 5 7

0 0 酒類製造業 5 1

1,022 3,231 豆腐製造業 41 23

2 133 納豆製造業 2 1

6 7 めん類製造業 30 12

49 209 そうざい製造業 51 142

2 1 添加物製造業 4 1

1,285 186 清涼飲料水製造業 7 6

2 2 食品の放射線照射業 0 0

4 1 氷雪製造業 0 0

2,006 764 氷雪販売業 5 101

38 178 計 16,267 8,988
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食肉処理業

集乳業

魚介類販売業

魚介類せり売業

魚肉ねり製品製造業

菓子（パンを含む）製造業
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乳製品製造業
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食品衛生に関する条例による許可を要する施設の監視件数 
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３ 食品等の検査

不良食品の排除と健康被害発生の防止を目的として、市内で製造または流通している食品等の収去検査および買上

検査を行っている。 

なお、検査はさいたま市健康科学研究センターに依頼している。 

〈 根拠法令等 ： 食品衛生法第 28 条 〉 

食品等の検査実施件数 

検体数 項目数 検体数 項目数

428 883 13 29

426 30,993 76 11,448

117 26,055 49 10,870

県内産農産物（※再掲） 55 12,051

139 3,159 33 368

指定外添加物（※再掲） 98 1,196 17 109

防かび剤（※再掲）※1 0 0 12 72

29 1448 4 206

80 160 0 0

36 61 2 4

27 60 0 0

0 0 0 0

13 13 0 0

27 37 0 0

854 31,876 89 11,477

自然毒

食品添加物

※1　割りばしの防かび剤（溶出試験）を含む

その他※3

汚染物質（その他※2）

アレルギー物質

国内産

残留農薬

※3　酸価、過酸化物価、ホウ酸、過マンガン酸カリウム消費量、水分活性

輸入品
検査項目

微生物

汚染物質（放射能）

理化学

動物用医薬品

遺伝子組換え食品

合計

※2　有機スズ化合物、重金属
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４ 違反・苦情の処理状況

監視、収去等によって発見した不良食品、違反施設等に対し、関係法令に基づいて指導等を行っている。 

〈  根拠法令等 ： 食品衛生法 〉 

違 反 食 品 等 発 見 処 理 件 数

監視等発見 収去時発見 通報・届出

第6条（不衛生食品等の販売等の禁止） 0 0 0 0

第10条（添加物等の販売等の制限） 0 0 0 0

第11条（食品等の規格及び基準） 0 0 12 12

第16条（有害器具等の販売等の禁止） 0 0 0 0

第18条第2項（器具等の規格及び基準） 0 0 0 0

第19条第2項（表示の基準） 0 0 0 0

第20条（虚偽の又は誇大な表示又は広
告の禁止）

0 0 0 0

第52条第1項（営業の許可） 3 0 29 32

その他 0 0 0 0

（小計） 3 0 41 44

条例 0 0 0 0

衛生規範等 1 6 0 7

その他 0 0 0 0

（小計） 1 6 0 7

営業許可の取消し 0 0 0 0

営業の禁止・停止 0 0 4 4

食品等の廃棄 0 0 0 0

食品等の返品 0 0 0 0

食品等の回収 0 0 0 0

食品等の移動停止 0 0 0 0

（小計） 0 0 4 4

報告書 1 6 0 7

始末書 3 0 29 32

口頭説諭 0 0 8 8

（小計） 4 6 37 47

調査指導依頼 0 0 0 0

現地調査指導等 1 6 8 15

（小計） 1 6 8 15
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

45 56 49 37 50 50 45 39 38 49 41 33 532

有　　　症 19 20 17 8 12 16 10 17 19 22 8 12 180

異物混入 7 12 15 10 13 8 18 7 10 12 14 10 136

腐敗変敗 1 2 1 0 2 1 1 0 0 1 0 2 11

表　　　示 5 6 3 2 5 5 7 4 1 3 9 2 52

許　　　可 0 3 0 2 0 1 0 0 0 0 1 0 7

そ の 他 13 13 13 15 18 19 9 11 8 11 9 7 146

月

総　　数

内

容
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５ 食中毒統計 

食中毒発生件数は 4件で、患者数は 45 人であった。 

〈 根拠法令等 ： 食品衛生法第58条 〉 

食 中 毒 発 生 状 況 

発生年月 摂食者数 患者数 原因食品 原因物質 原因施設

平成 30 年 4 月 16 4 カキフライ（推定） ノロウイルス GI,GⅡ 飲食店 

平成 30 年 6 月 9 8 不明 カンピロバクター・ジェジュニ 飲食店 

平成 30 年 6 月 46 21 さんまのかば焼き風 ヒスタミン 不明 

平成 30 年 8 月 12 12 ガパオ風パクチー肉炒め 

コッペパン(推定) 
黄色ぶどう球菌 製造所 

６ 食の安全性に関する意見交換及び情報提供  

食品安全基本法及び食品衛生法により、食品の安全性確保に関する施策を策定、実施する際には、広く住民の意見を求

めなければならないと定められている。 

市では「さいたま市食の安全基本方針」を策定し、消費者、事業者及び行政などが積極的に意見交換をすることで、よりよ

い施策の策定に努めるとともに、消費者主体の活動を支援及び市民講座の開催などの食の安全に関する知識の普及啓発を

実施している。 

保健所では、食品衛生情報の提供及び意見交換を行う機会として、以下の事業を行っている。 

〈 根拠法令等 ： 食品安全基本法第 9条、食品衛生法第 64 条、第 65 条 〉 

⑴ 一日食品衛生監視員 

市民を対象に食品衛生の普及啓発を目的として、さいたま市内の大規模製造施設等において、一日食品衛生監

視員を実施している。 

日 時 平成 30 年 8 月 2 日（木）午後 1時～4時 30 分 

場 所 株式会社ロッテ 浦和工場 

参加者数 24 人 

内 容 監視体験および意見交換

⑵ 衛生講習会 

食品衛生上の危害の発生防止と地域における食品衛生意識の向上を目的に、食品関係営業者等を中心に、広く

市民までを対象とした食品衛生講習会を実施している。 

食品衛生講習会実施状況 

対　象　者 実施回数 参加人員

食品関係営業者 40 2,106

給食従事者 4 359

福祉関係従事者 2 145

市民モニター 1 19

教育関係者 0 0

市民 8 207

合　　計 55 2,836


